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はじめに 

 

 科学研究費助成事業（以下「科研費助成事業」という。）は、人文・社会科学から自然

科学まで全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学術研究」を格段に発展さ

せることを目的とする「競争的研究資金」です。研究者のピア・レビューにより、豊かな

社会発展の基盤となる独創的・先駆的な研究に対して助成が行われています。 

2011年度より、研究費の効果的・効率的な使用に資するための抜本的な制度改革とし

て、科研費助成事業の一部の研究種目について「基金化」が図られ、複数年度にわたる研

究費の使用が可能になりました。また科学研究費補助金（以下「補助金」という。）及び

学術研究助成基金助成金（以下「基金」という。）は研究計画遂行上必要な場合、可能な

限り研究費の使途を制限しない柔軟性が確保されています。 

しかし一方で、科研費助成事業は国民の税金等で賄われているため、これらの交付を受

けた研究者は関連法令（＊3ページ参照）及び「学振研究者使用ルール」を遵守し、適正に

使用する義務が課せられています。また、従来、公的研究資金等の管理については、本学

が定める規程等に従い、機関として適切に行わねばなりませんが、科研費助成事業により

事業を実施する研究代表者及び他機関から分担金を受ける研究分担者は、同志社女子大学

会計等職務の権限に関する規程第 5 条に基づき、事業実施責任者として位置づけられてお

り、事業に対して実質的な責任を負うことになります。 

本マニュアルは上記法令及び「学振研究者使用ルール」に基づき、本学の科研費執行上

の必要事項について定めています。 

本マニュアルを熟読のうえ、適正な執行に努めていただきますようお願いいたします。 
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科研費助成事業の種類 

  科研費助成事業には、従来からの事業である「補助金」と、2011年度より一部種目にて実施された

「基金」の 2種類があります。本学では、これらを総称し、以下、「科研費」とします。 

「補助金」と「基金」では、経費使用に関するルールに相違点がありますので、関連法令等にてご確認

ください。 

 

不正行為等の防止について 

 2017年 4月 1日より「同志社女子大学公的研究費の運営・管理及び研究不正行為の防止に関す

る規程」が一部改正され「同志社女子大学公的研究費の運営・管理に関する規程」が制定さ

れました。この中でも本学において適正な公的研究費の運営・管理推進の観点から、関係者

は年に 1 回はコンプライアンス教育を受講したうえで、誓約書を提出していただくこととな

っていますのでご留意ください。 

 

不正行為等への対応 

2017年4月1日より「同志社女子大学における研究費及び研究活動の不正行為等への対応に

関する内規」が一部改正され「同志社女子大学における研究費の不正使用等の対応に関する内

規」及び「同志社女子大学における研究活動の不正行為防止及び対応に関する規程」（いずれも

2021年3月27日改正）が制定されました。科研費を含む学内外の研究費の適切な処理を行い、

不正行為等への対応に関する必要な事項についての内容が定められています。この中で学

術情報部学術研究支援課は研究費の不正使用等に係る告発等の窓口となっています。 

 

内部監査について 

 適正な科研費使用の確保のため、毎年、次の内部監査を行うことが義務付けられています。2015年

度より法人監査室による内部監査を実施し、実効性のあるモニタリング体制を整備しています。 

 

・通常監査 

内部監査を実施する年度において、本学研究者を研究代表者（研究分担者）とする科研費助成事

業全体の件数の10％以上を対象とし、科研費の適正な使用につき、書類上からの整合性審査を行い

ます。加えて、2020年度からは、次のリスクアプローチ監査も実施しています。 

●出張相手先への事実確認 

●研究代表者への出張目的や概要のヒアリング 

●非常勤雇用者や謝礼従事者への勤務実態ヒアリング 

●購入業者の帳簿との照合 等 

 

・特別監査（物品抽出検査） 

通常監査を実施した科研費助成事業全体の件数の10％以上を対象とし、書類上の審査に止まら 

ず、実際の科研費使用状況につき事実関係調査を行います。 

対象となった研究者立会いの下、科研費で購入した物品の検査やヒアリング等を行います。 

 

対象となった研究者の方へは法人監査室より連絡があります。 
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本マニュアルにおいては、以下のように言葉を省略して記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊科研費助成事業に係る関連法令 

 ○補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 

  URL: https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=27045000 

 ○補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（抄） 

    URL: http://www.koreisha.jp/service/dl/5-2_law.pdf 

 ○科学研究費補助金取扱規程 

    URL: http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1307764.htm 

 ○独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領 

    URL: https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/28_kitei/data/yoryo_R30325.pdf 

○独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領 

URL: https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/28_kitei/data/kikin_yoryo_r40318.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文部科学省→文科省 

・独立行政法人日本学術振興会→学振 

・学術情報部学術研究支援課→研究支援課 

・学部・研究科事務室→事務室 

・科学研究費助成事業→科研費助成事業 

・科学研究費補助金→補助金 

・学術研究助成基金助成金→基金  ※補助金＋基金→科研費 

・薬品材料・図書・雑誌等購入依頼書（科学研究費補助金）及び薬品材料・図書・雑誌等 

購入依頼書（学術研究助成基金助成金）→薬材等購入依頼書 

・科学研究費補助金間接経費執行希望書及び学術研究助成基金助成金間接経費執行希望書 

→間接経費執行希望書 

・厚生労働省→厚労省 

・厚生労働科学研究費補助金→厚労科研費 

 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=27045000
http://www.koreisha.jp/service/dl/5-2_law.pdf
http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1307764.htm
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/28_kitei/data/yoryo_R30325.pdf
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/28_kitei/data/kikin_yoryo_r40318.pdf


4 

 

 

同志社女子大学における公的研究費の管理・運営体制 

本学では、「同志社女子大学公的研究費の運営・管理に関する規程」及び「同志社女子大

学会計等職務の権限に関する規程」の定めに基づき、次の体制で科研費を適切に管理いた

します。 

 

 

※事業実施責任者とは科研費助成事業の実施責任者であり、事業実施に伴う経費執行の実質的な責

任者。事業実施責任者には、科研費の使途についての説明が求められます。 
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同志社女子大学公的研究費の運営・管理に関する規程 

 

2015年３月28日制定 

2016年２月18日改正 

2017年３月25日改正 

 （目的） 

第１条 この規程は、同志社女子大学（以下「本学」という。）における公的研究費の適正な運

営・管理及び研究不正行為の防止に関し必要な事項を定める。  

（準拠） 

第２条 本学における公的研究費の運営・管理は、文部科学大臣決定の「研究機関における公的

研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（以下「ガイドライン」という。）」に準拠

し、この規程及び学内関係諸規程の定めによるものとする。 

（適用） 

第３条 この規程における公的研究費は、次の各号に定めるものを対象とする。  

(１) ガイドラインの適用対象となっている公的研究費 

(２) 前号の他、国、各省庁が所管する独立行政法人及び地方公共団体等が配分機関となり、

特定の教育研究活動に対して配分される公的資金 

（公的研究費の運営・管理体制） 

第４条 本学における公的研究費の運営・管理体制は、学長のもとに次の組織により構成する。  

(１) 総務部及び経理部 

(２) 学部・研究科 

(３) 学術情報部学術研究支援課及びその他公的研究費の予算管理・事業実施を取り扱う組織  

２ 前項第１号に定める組織は、同志社女子大学会計等職務の権限に関する規程第３条第３項の定

めに基づき、それぞれの業務を統括管理する。 

３ 第１項第２号に定める組織は、所属する教員のコンプライアンス教育推進を統括管理する。  

４ 学術情報部学術研究支援課は、同志社女子大学における研究費の不正使用等の対応に関する

内規第２条の定めに基づき、研究費の不正使用等に係る告発等の窓口となる他、防止計画推進

部署として不正防止計画の推進を統括管理し、モニタリングを実施する。  

５ 第１項第３号に定める組織は、予算管理及び事業実施を統括管理するとともに使用に関するル

ール等についての機関内外からの相談を受け付ける。 

（公的研究費の運営・管理の責任体系） 

第５条 学長は、最高管理責任者として公的研究費の運営・管理について最終責任を負う。  

学長は、不正防止対策の基本方針を策定・周知するとともに、それらを実施するために必要

な措置を講じる。また、統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者が責任を持って公的

研究費の運営・管理が行えるよう、適切にリーダーシップを発揮しなければならない。  

２ 学術情報部長は、統括管理責任者として最高管理責任者を補佐し、公的研究費の運営・管理

について統括する責任を負う。 

学術情報部長は、不正防止対策の組織横断的な体制を統括する責任者であり、基本方針に基

づき、機関全体の具体的な対策を策定・実施し、実施状況を確認するとともに、実施状況を最

高管理責任者に報告する。 
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３ 学部・研究科の長は、コンプライアンス推進責任者として所属する教員の公的研究費の運

営・管理について次の責任を負う。 

(１) 自己の管理監督又は指導する学部・研究科における不正防止対策を実施し、実施状況を

確認するとともに、実施状況を統括管理責任者に報告する。 

(２) 不正防止を図るため、学部・研究科内の公的研究費の運営・管理に関わる全ての構成員

に対し、コンプライアンス教育を実施し、受講状況を管理監督する。  

(３) 自己の管理監督又は指導する学部・研究科において、構成員が、適切に公的研究費の管

理・執行を行っているか等をモニタリングし、必要に応じて改善を指導する。  

(４) 学術情報主任は、コンプライアンス推進副責任者としてコンプライアンス推進責任者を

補佐する。 

(５) 前号に定めるコンプライアンス推進副責任者は、コンプライアンス推進責任者の指示の

もと、学部・研究科内の公的研究費の運営・管理に関わる全ての構成員に対し、適切に公的

研究費の管理・執行を行っているか等をモニタリングし、必要に応じて、コンプライアンス

推進責任者に報告し、改善を指導する。 

４ 学部・研究科の事務長は、コンプライアンス推進副責任者として、公的研究費の運営・管理

に係る事務を取り扱う。 

（重要事項の決定） 

第６条 公的研究費の運営・管理に関する重要事項は、常任委員会で審議する。  

（コンプライアンス教育の実施） 

第７条 以下の各号に掲げる者は、公的研究費の運営・管理の関係者（以下「関係者」とい

う。）として、常に適正な公的研究費の運営・管理を心がけなければならない。  

(１) 科学研究費助成事業の応募資格を有する者 

(２) 公的研究費による研究活動に関わる本学学生 

(３) 公的研究費の運営・管理体制及び責任体系に関わる者 

２ 最高管理責任者は、公的研究費の運営・管理の責任体系のもと、関係者に対してコンプライ

アンス教育を実施する。 

３ 第１項に定める者のコンプライアンス教育は、同志社女子大学研究倫理委員会が同志社女子

大学研究倫理規準第14条第１項に基づいて実施する倫理教育とする。 

４ 関係者は、少なくとも年度内に１回はコンプライアンス教育を受講しなければならない。  

５ 関係者は、コンプライアンス教育を受講したうえで、誓約書を提出し、本学において適正な

公的研究費の運営・管理を推進することを確約しなければならない。  

６ 関係者は、前項に定める誓約書を提出することにより、はじめて公的研究費の運営・管理を

行うことができる。 

７ コンプライアンス推進責任者は、第１項第１号及び第２号に定める者の、また統括管理責任

者は、第１項第３号に定める者のコンプライアンス教育の受講状況及び誓約書の提出状況を管

理しなければならない。 

８ 誓約書の様式は別に定める。 
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（不正防止計画の推進） 

第８条 統括管理責任者は、最高管理責任者の指導のもと公的研究費の不正使用が発生する要因

を調査するとともにこれらを防止するための方策及び計画を策定し、推進しなければならな

い。 

２ 統括管理責任者は、前項の調査並びに方策及び計画の策定の一部を管理責任者等に分担させ

ることができる。 

（業者に提出を求める誓約書等について） 

第９条 一定の取引実績のある業者に対し、不正取引、不適切な契約を行わないことを記した誓

約書の提出を求める。 

２ 誓約書の様式は別に定める。 

（事務） 

第10条 この規程に関する事務は、学術情報部学術研究支援課が取り扱う。  

（改廃） 

第11条 この規程の改廃は、研究倫理委員会、常任委員会、評議会の議を経て、学長が決定す

る。 

附 則 

この規程は、2017年４月１日から施行する。  
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同志社女子大学会計等職務の権限に関する規程 

2007年10月27日制定 

2008年２月23日改正 

2014年４月１日改正 

2016年２月18日改正 

（目的） 

第１条 この規程は、同志社女子大学における会計・経理等に関する職務（以下「会計等職務」

という。）を適正に遂行し、有効な内部統制を実施するため、会計等職務に関わる教職員の権

限及び責任を明確にすることを目的とする。 

（職務遂行の基準） 

第２条 会計等職務に関わる教職員は、次に掲げる基準にしたがって、その職務を遂行しなけれ

ばならない。 

(１) 教育研究活動の目的の達成のため、業務の有効性及び効率性を高めるよう努めなければ

ならない。 

(２) 会計情報については、真実の情報を明瞭に報告しなければならない。  

(３) 会計等職務に係る法令、規程その他の規範を遵守しなければならない。  

(４) 資産の取得、使用及び処分は、正当な手続き及び承認の下に行わなければならない。  

（会計等職務の統括管理体制） 

第３条 経理規程第８条に定める経理責任者は、最高管理責任者として会計等職務を統括する。  

２ 総務部長は、統括管理責任者として最高管理責任者を補佐する。  

３ 会計等職務の統括管理者を次のとおり定める。統括管理者は、経理責任者の命を受けて、以

下の業務を統括管理する。 

(１) 総務部長 謝金、雇用契約及び勤務管理（出張中の勤務を含む。）に関する業務  

(２) 経理部長 資金の出納管理、旅費に関する業務、固定資産及び物品の調達、保全に関す

る業務 

（職務権限の明確化） 

第４条 統括管理者は、所管業務に係る職務について、承認及び決裁の権限の種類とその権限を

有する職位者を定めるものとする。 

（事業実施責任者、事業実施担当者及び事務取扱責任者） 

第５条 科学研究費助成事業などの公的研究資金、受託研究費、共同研究費、奨学寄付金などの

学外研究資金等及び予算管理単位予算として計上された予算で教員個人、学術情報部学術研究

支援課、研究室等に配分された学内研究費等の予算については、研究代表者など当該事業の実

施責任者（以下「事業実施責任者」という。）及び事務取扱責任者を定めるものとする。ま

た、共同研究等で必要ある場合には、事業実施責任者は共同研究者など当該事業の実施担当者

（以下「事業実施担当者」という。）を置くことができる。 

２ 経理部長は、学外研究資金等或いは学内研究費等を受領した者を、事業実施責任者として指

名する。 

３ 経理規程第95条第２項に定める予算管理責任者は、学外研究資金等或いは学内研究費等の事

務取扱責任者を定め、その職名及び氏名を経理部長に報告するものとする。  
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４ 経理部長は、本条第１項に定める事業実施責任者及び事務取扱責任者について、その名簿を

閲覧に供するよう備え付けなければならない。 

（取扱担当者） 

第６条 事務取扱責任者は、統括管理者の定める業務のプロセスにしたがって、事業実施責任者

とは別に取扱担当者を定めるものとする。 

２ 業務のプロセスには、旅費に関する業務において出張管理、物件の調達に関する業務におい

ては発注及び検収、謝金に関する業務においては勤務管理の事項を含むものとする。  

３ 前項の業務のプロセスのうち、発注及び検収については、業務の効率性の観点から適当と判

断される場合は、統括管理者の承認を得て、事業実施責任者又は事業実施担当者が取扱担当者

を兼ねることができるものとする。 

（事務） 

第７条 この規程に関する事務は、経理部経理課が取扱う。 

（改廃） 

第８条 この規程の改廃は、常任委員会及び評議会の議を経て、学長が決定する。  

附 則 

この規程は、2016 年４月１日から施行する。 
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第 1章 事前準備 

１．科研費管理のための事前準備について 

科研費受領者は研究支援課が送付する「○○年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金・学術研

究助成基金助成金）について」の記載内容及びすべての配付資料を確認してください。 

 

２．科研費執行の前に 

 ①科研費「補助金」及び科研費「基金」のいずれにおいても、科研費により実施される研究課題に 

  直接必要な経費の執行のみを行ってください。交付申請書記載の研究目的以外のものや、研究と直

接関係のないものには支出できません。例 酒・煙草代、手土産代、名刺代、印鑑等。 

  年度末に無理な使い切りを行う必要がないように、 計画的な研究費の執行に努めてください。 

当初予定した研究を完了しても研究費に残額が生じた場合には、無理に使うのではなく返還してく

ださい。残額が生じたことで、以後の科研費の審査において不利益が生じることは一切ありません。 

 ②補助金及び基金の執行にかかる手続きについて原則的に違いはありません。 

 ③前年度の執行を当年度に支出することはできません。 

 ④科研費の直接経費の執行管理においては Web を使った本学の財務システム（web 財務、web 旅費、

web 購買）を使用します。科研費執行の詳細につきましては、本マニュアルの他、本学の「予算執

行マニュアル」、「旅費マニュアル」「財務システム運用マニュアル」（経理課発行）、「○○年度 科学

研究費助成事業の経費使用について」をご覧ください。 

 

３．科研費の執行期間について 

  科研費は交付内定後に執行が可能です。 

  執行期限は 2 月中旬～3 月上旬としていますが、詳細については年末にご案内いたします。 

 

４．全般的注意事項について 

 ①使用内訳の変更（予算計画の変更） 

  各費目の額を、交付された科研費の総額の50％を限度として変更することが可能です。 

この額を超える場合は、文部科学大臣もしくは学振理事長の承認が必要です。なお、直接経費の

50％の金額が300万円以下の場合は、300万円が変更の限度額となります。 

 ②使用にあたり特に注意すべき点 

1個または1組の物品を購入する場合、科研費と別の経費を合算して使用できません。 

1回の出張において、同一用務の場合（用務内容の区別がない場合）は、科研費と他の経費とを合

算して使用できません。 
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第２章 直接経費の使用について 

直接経費とは、当該研究計画の遂行に直接必要な経費及び研究成果の取りまとめに必要な経費のこ

とです。学振の研究者使用ルールでは直接経費の費目として１．「物品費」、２．「旅費」、３．

「人件費・謝金」、４．「その他」の4つに分類されており、経費執行可否の判断基準を次のように定

めています。 

 

１．「物品費」について 

  ★当該物品が科研費の研究遂行に必要不可欠なもので、購入に合理性があること。 

   例えば、同じ物品を複数購入する場合や、補助金、基金の最終年度の 12月以降に設備備品を購 

入する場合は、合理性が必要です。 

 

2．「旅費」について 

  ★当該出張の目的が科研費の研究遂行に係るものであること。 

   他の用務、目的が含まれていないかを確認してください。含まれている場合は、科研費の用務 

   と他の用務を切り分けて旅費伝票を作成してください。 

 

  ★当該出張が旅費マニュアルに定められた経路及び方法によるものであること。 

    

3．「人件費・謝金」について 

  ★当該役務が科研費の研究遂行に必要なもので、謝金単価が適切であること。 

   謝金の単価が予算管理に関する取扱要項別表２（「予算執行マニュアルＰ３７）と合致している

かを確認してください。 

 

4．「その他」について 

  ★「その他」の経費で執行される内容は、科研費の研究遂行に直接関係するものであること。 

   「その他」の経費が発生する用務には、調査、分析、情報収集、打合せ、成果発表などが 

   あります。調査、分析はその「作業を委託する」、情報収集のために「資料を複写する」、 

   打合せにおいては「場所を借りる」、成果発表においては「学会に参加する」等により、 

   経費執行が伴います。これらの用務が科研費の研究遂行と直接関係するものであれば、適 

   切な執行と判断いたします。 

  ★会合費の執行に際しては次の点に留意してください。 

  ・研究支援課に日時（時間帯）、場所、出席者名等を記載した議事要旨等（様式任意）を支出伝票と

請求書又は領収書等とあわせて提出してください。 

  ・研究課題に係る会議の茶菓子代、及び当該会議が食事時間にまたがって開催される場合の食事代

は１人あたり 1,200円（税抜）以内に限って執行することができます。 

  ・夕食時における講師との懇談会費用等は 1人あたり単価 3,000円（税抜）以内に限って執行する

ことができます。 

・学会等の懇親会に対する支出については、研究者同士の親睦を深める場としての位置付けである

ことから、特定の研究課題の遂行との関係が不明瞭であるため執行は認められません。 

  ・酒類に対する執行は認められません。 

  ・会合費の執行は必要最小限にとどめてください。 
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以上のとおり、いずれの経費区分も、当該執行が科研費による研究遂行に直接関係するかどう 

かを研究支援課でチェックします。また、公的研究費を適切に執行しているか第三者に客観的 

に示せる必要な資料等が整っているか、また正しく検収されたものであるか等の確認も行います。 

 

第３章 その他の手続きについて 

１．購入物品等の寄付について 

科研費により購入した１組もしくは１冊 10 万円以上の図書もしくは単価が 10 万円以上の物品を 

購入した科研費受領者は、補助条件又は交付条件に基づき購入後、当該年度末に本学に寄付してく 

ださい。 

寄付に際しては、次の手順に従ってください。 

①科研費受領者は、「基本財産寄付届」及び「寄付物品明細書」を研究支援課に提出してください。 

②研究支援課担当者は、対象物品が図書の場合、「基本財産寄付届」、「寄付物品明細書」及び当該図書

をライブラリーサービス課に送付します。 

  ライブラリーサービス課担当者は、所定の登録手続きを行った後、「基本財産受領書」及び「受領物

品明細書」を研究支援課に送付してください。 

③研究支援課担当者は、対象物品が機器備品の場合、「基本財産寄付届」及び「寄付物品明細書」を施 

設課に送付します。 

施設課担当者は、所定の登録手続きを行った後、「基本財産受領書」及び「受領物品明細書」を研 

究支援課に送付してください。 

 ④研究支援課担当者は、「基本財産受領書」及び「受領物品明細書」を科研費受領者に送付します。 

※購入物品等を直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合、科研費受領者はその旨を研究

支援課に申し出てください。 

 

２．間接経費について 

   間接経費は、科研費助成事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、研究代表者及

び研究分担者の研究環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するものです。研究代表者及

び研究分担者は、科研費受領後に速やかに、間接経費を所属する研究機関に譲渡しなければなら

ないと定められています。 

 

本学では、科研費受領者より譲渡された間接経費について次のように取り扱います。 

  ①直接経費と間接経費を合算した金額の 10％を施設使用料及び事務経費として研究機関が受け取 

り、残りについては間接経費を譲渡した研究者（以下「間接経費譲渡者」とする）を優先させて

研究環境の整備に用います。間接経費の使途については、直接経費による研究遂行に関連して間

接的に必要であるものに使用できます。詳細は文科省又は学振の定めに従います。 

 ②施設使用料及び事務経費については科研費を含む研究費にかかる事務のために要する経費に使 

用します。 

  ③研究環境の整備にかかる執行についてはすべて大学が執行するものですので、研究環境の整備を 

希望する場合は間接経費執行希望書を研究支援課に提出してください。 

研究支援課担当者が当該希望書に基づき執行します。 

なお、間接経費譲渡者が間接経費を執行することはできませんので、間接経費譲渡者による法人
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カードの利用は金額にかかわらず認められません。 

  ④研究支援課担当者は、学校法人同志社経理規程及び経理規程取扱細則に基づき執行します。 

 

３．厚生労働科学研究費補助金について 

・厚労科研費については厚労省の定めに従い執行してください。 

・厚労省で定められていない事項については本マニュアルに準拠して執行してください。 

 

４．本マニュアルにかかる事務について 

・本マニュアルに関する事務については学術情報部学術研究支援課が所管します。 

 

５．本マニュアルの改廃について 

・本マニュアルの改廃は、学術情報部主任会の議を経て、学長が決定します。 

附則 

１．本マニュアルは、2023 年 4 月 1 日より施行します。 


